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「人的資本経営」の潮流と課題

「人的資本経営」の実現に「インパクト雇用」は有効的な手段になります

「
人
的
資
本
経
営
」

と
は

人的資本を最大限に活かす経営手法です

個人的、社会的、経済的ウェルビーイングの実現を可能とする

個々人の知識・スキル・能力・属性
※経済協力開発機構（OECD）定義

✓ 人材は「人的資源」

✓ 人材のマネジメントは、

「使用・消費の管理」

✓ 人材に投じる資金は「コスト」

従来の「人材」の考え方 人的資本経営における「人材」

✓ 人材は「人的資本」

✓ 人材のマネジメントは、「成長の

促進・価値創造への転換」

✓ 人材に投じる資金は「投資」

な
ぜ
人
的
資
本
経
営

は
重
要
な
の
か

①企業価値を占める無形資産の割合増加、

②情報開示の枠組み整備の加速化から、人的資本経営は

企業価値を左右する重要な要因になりつつあります
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S&P500時価総額に
占める無形資産の割合

1

1995年・・・・・・・68%

2005年・・・・・・・80%

2020年・・・・・・・90%

人的資本の情報開示

に関する枠組み（適用/公開年）
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国際標準化機構 : ISO30414（2018）

XXX : Regulation S-K（2021）

: 企業内容等の開示に関する内閣府（2023）

①低い人的投資による生産性の低さや、

②人口の縮小に伴う「人材」確保が困難になることが課題です人
的
資
本
経
営
の

実
現
に
向
け
た

日
本
の
課
題
は

1

2

日本の無形資産投資に占める

人的資本の割合は4%前後と、

米国、ドイツ、フランス、英国の

10～15%の半分未満に留まっています

→日本の労働時間あたりのGDP
はG7最下位

1
日本の総人口は 2070年に

8,700万人となり、2020年と比較して

7割減少すると推計されています

（そのうちち外国人が占める割合は

2.2%から10.8%まで増加する見込）
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◼ 「潜在的能力はあるが、一般的な採用方法では雇用機会が限定的だった層」

（シングルマザー、難民、障がい者等） を雇用対象とすることで 、 雇用による

イノベーション創出や社会貢献を目指す取り組みです

◼ 雇用の手法として、直接雇用（インパクトハイヤリング）または業務委託

（インパクトソーシング）があります

インパクト雇用とは

出所：OECD “The Well-being of Nations – The Role of Human and Social Capital” ““OECD Compendium of Productivity 

Indicators 2023”; 経済産業省 “持続的な企業価値の向上と人的資本に関する研究会報告書~人材版伊藤レポート~”; OCEAN TOMO 

“Intangible Asset Market Value Study”; 国立社会保障・人口問題研究所, “日本の将来推計人口（令和5年推計）
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インパクト雇用は「人的資本経営」

をどのように実現するか

イ
ン
パ
ク
ト
雇
用
の

意
義
・
メ
リ
ッ
ト
は

◼ これまで労働市場に参入できていなかった層を採用する

ことは、多様な背景・属性を持つ人材が組織に新たな

視点や価値観がもたらすことを意味し、イノベーションの

創発につながります

◼ インパクト雇用は従来の採用手法と比較しても、従業員
のパフォーマンスに遜色なく、定着率もより高い水準に

あることが海外の調査で立証されています

イ
ン
パ
ク
ト
雇
用
と

人
的
資
本
経
営

と
の
関
連
性
は

人的資本経営に求められる*

「ダイバーシティ」「利用可能な労働力」等に寄与することが可能

ダイバーシティへの寄与

◼ 多様な背景・属性を持つ人材

が組織に加わることは

ダイバーシティの実現に直結する

利用可能な労働力への寄与

◼ 労働人口が減少する見込みの

日本において、インパクト雇用

はこれまで以上に人材採用の

間口を広げることが可能

*人的資本の情報開示のガイドラインISO30414を参考としている

インパクト雇用をビジネス成長の施策として

捉えている企業が増えています

日
本
で
の

取
り
組
み
状
況
は

◼ シングルマザー、難民等を雇用している企業の中で、

個々人の能力の「活かし方」をより強く意識した

業務分担やチーム体制の構築を意識することで、職場の
生産性向上、パフォーマンスの最適化へ寄与しています

以下の理由が、

今後インパクト雇用が一層加速する可能性を示しています今
後
の
展
望
は

日本の投資家は企業の社会的責任の

履行状況に関心を持ち始めています。

→日本のESG投資額もまだ規模は

小さいものの増加傾向にあります

1
社会への影響を貨幣価値に換算する

手法の開発が進んでおり、それらの

手法を採用している日本企業が出現

しています（例：インパクト加重会計）

2

出所：Matthew Syed, John Murray, “Rebel Ideas: The Power of Thinking Differently”; The Rockefeller Foundation “Why Impact Sourcing Is 

Good for Businesses and Communities” 



グラミン日本：シングルマザーのデジタルスキル育成

4

グラミン日本のインパクト雇用機会創出の仕組み

WELgee Talentsサービス利用の流れ

一般社団法人 グラミン日本（以下、グラミン日本）は、 「『でじたる

女子』プログラム」や就労マッチング・プラットフォームの運営等を通じて、

シングルマザーをはじめとした女性のスキル育成や企業とのつながりを促進
し、インパクトソーシング/ハイヤリングの機会を創出しています。

「でじたる女子」は、シングルマザー等の女性のITスキル向上を目的に、

2021年に株式会社MAIA（以下、MAIA）との連携を通じて始動した

育成プログラムです。2023年11月時点では7つの都県（福岡県、長野県、

鳥取県、東京都、奈良県、愛媛県、沖縄県）で展開され、MAIAは

女性のスキル育成、グラミン日本は学習費用の支援を行っています。

その後の採用に際しては、企業への直接応募、または提携事業者である
SAP が 運 営 す る ソ ー シ ャ ル リ ク ル ー テ ィ ン グ プ ラ ッ ト フ ォ ー ム （ SAP

Fieldglass）を通じて、求人情報と登録者情報のマッチングが行われてい

ます。

また、休眠預金資金を活用したシングルマザーの就労支援にも注力してい
ます。グラミン日本は、休眠預金の指定活用団体である一般財団

法人日本民間公益活動連携機構（JANPIA）から助成を受け、資金を

4団体・企業（Animo Plus株式会社、NPO法人シングルマザーズシスター

フッド、一般社団法人 ハートフルファミリー、RE/MAX JAPAN）に分配し、

シングルマザー人材の募集・育成、雇用機会の創出に係る取り組みを

支援しています。

WELgee：難民人材の就労・定着における取り組み

特定非営利活動法人WELgee（以下、WELgee）は、国内における難

民の就労機会創出と日本企業への価値創造の両方を目指す採用

コーディネーションサービス「WELgee Talents」（※2023年9月13日以前は

「JobCopass」としてサービスを展開）を2017年から展開しています。

WELgee Talentsは母国での紛争や迫害等で日本に逃れてきたアフリカ・

中東・アジア出身の人材が、自らの強みやパッションを活かして、日本企

業で活躍できるよう「採用・定着」に一貫して伴走する人材紹介サービス
です。WELgee Talentsに登録した企業の事業概要や課題に基づいて人

材ニーズを把握し、企業と新しいポジションをつくる形で、WELgeeが伴走

する難民人材とのマッチングを行います。

2023年6月時点で、WELgee Talents（旧JobCopass）を通じたお試し雇

用事例は7件あり、正式採用に至った事例は20件あります。実際に

就職に至った対象者たちは多岐にわたる業種（プログラマー、品質管理、

事業開発、マーケティング、人事、広報等）に従事しており、日本語能力

が十分でない場合でも幅広い業務でパフォーマンスが発揮できることが立
証されています。

インパクト雇用の取り組み事例
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